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日本における男女間賃金格差の

地域差に関する研究動向

織 田 暁 子

1は じめに

1-1問 題関心1男 女間賃金格差の地域差

日本 は、 しば しば先進諸 国 と比べて女性の地位が きわめて低 い と言 われる。2009年 の

GEMラ ンキ ングでは109か 国中、57位 で ある(内 閣府2010)(D。 とくに、 日本 におい

て男女間の格差が大 きい問題 として、賃 金格差があげ られる。 日本では、男性 の賃金 を

100と した場合、女性賃金は65前 後 を推移 している(伊 藤2008:129)。 年々差は小 さくなっ

てい るものの、現在 もなお、女性 の賃金 は男性 の70%を 下回っている(賃 金基本構造統

計)。 他のOECD加 盟国に目を向けると、それ らの国々で も数十年前 は男女の賃金に大 き

な差があった。 しかし今 日多 くの国で格差が是正 されてお り、女性の賃金は80ほ どとなっ

ている。こうした国際社会の中で、日本は韓国 と並んで男女の賃金格差が極めて大 きくなっ

ている(内 閣府2005:24)。

こうした男女平等の進捗状況は、 日本国内において一様ではな く、それぞれの地域 や都

道府県によって異なっている。たとえば吉田(2010)が 指標化 した男女平等度指標は、各

都 道府県の男女平等度の違い を示 している〔2)。それによると中部地方、近畿地方、中国地方、

四国地方で男女平等度が高いこ とがわかった。都道府県 ごとに差があるというよりはむし

ろ、地域ブロックによって大 きな格差が存在す るもの と考えられるのだとい う。

本稿では、 こうした男女 の賃金格差 をうみだす要因 とその地域差 についての研究 をレ

ビュー したい。労働 に対 し正当な賃金 を受 け取 ることは当然の権利であ り、仮に性別だけ

を理由に賃金に差があることは、大 きな問題であると考え られる。その上、「地域 間で男女

(D原 資料 は、国連開発計画(UNDP)"HumanDevelopmentReport2009"よ り作 成 された。
(21①子育て:義 務教育前教育(幼 稚 園 ・保育園)修 了率、②女性の教育:a.高 等教育(女 性!男 性)、

b.女 性の高等教育卒業者率、③ 男女 人口:人 口性 比(15-64歳)、 ④ 女性 の労働参加:a.労 働参加率(女 性1

男性)、b.女 性労働参加率、⑤女性 の給与:a.相 対給 与(女 性1男 性)、b.女 性給与額、⑥ 女性の政治参加:

女性 議員の割合 の6つ の項 目、計9つ の指標か ら、各都道府県 のスコアを求 めた ものである(吉 田2010)。
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2・・1 織 田ll本 に お け る 男 女間 賃 金:格差の 地h藁 差 に 関す る 研究 重加II」

jUlil参ll暗卜会実現の程度に差異があるとい うことは、地域問の公平性の観点からも解消さ

れるべ き問題である」(吉 川2010)、,男.女 賃金格差とその地域 差が生 じるメカニ ズムを明 ら

かにすることは、男女問格差、地域 間格差の是正のために非常に有川であると考え られる。

1-2日 本の男女間賃金格差の概観

まず、 目本の男女間賃金格差の状況 を確認する、,図1は 、正規労働者 における男性の賃

金と比較 した際の.女性 の賃金の比率をグラフに した ものであ る、,これは、男性の所定内給

与額(平 均)に 占める女性の所定内給 与額(平 均)の 割合を示 してお り、常川労働者1:;1の

一・般労働者1に おける女性の給'チ平均 を男性の給 与平均で除すことで算出 されている 「5㌦,

女性賃金1男性賃金

図1男 女間賃金格差の時系列推移(1976年 ～2010年)

出典:賃 金構造基本統計調査 より作成

常 川 労 働 者 とは 、 ～欠の 各}ナの いず れ か に,亥 当す る労 働 渚'をい う

〔ア}期 問 を定 め ず に雇 わ れ て い る労 働 者'、(イ)1か 月 を 超 え る 期 間 を 定 め て 雇 わ れ て い る 労 働 吝昌、(ウ)日 々

又は1か 月 以 内 の 期 間 を 定 め て 雇 わ れ て い る 労 働 ～?の う ナハ11j及 び5月 にそ れ ぞ'れ18日 以L雇 わ れ た労

働 者(賃 金予侍.造基 本奉充占h凋査i}

1・ 般 労 働 者'とは 、 短1痔問 労 働 者'∫'」、外 の 労 働 昔を い う 短 時 間労 働 ～i幽と は 、lllの 所 定 労 働 時 ドIJが
・般 σ)労働 ～1'より も短 い 又 は11[の 所 定 労 働 時Il}1が 一般 の 労 働 κ と11∫1じで も1週 の 所 定 労 働 目数 が ・般 の

労 働 者 よ りも 少 ない 労 働 ～i'をい う{賃 翁構 造 基 本 統1汁調 査}.

1た だ し、 対 象 は5人 以Lの 従 業 員が い る 企 業 に 限 る
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図1か ら わ か る よ う に 、 男性 と 女性 の 賃 金 格 差 は縮 ま る傾 向 に あ る,,1976年 、 女性 の 賃

金 は 男性 の58.8%で あ っ た,,そ の 後10年 間 ほ ぼ 横 ば い の ま ま だ が 、1985年 以 降 、 格 差 は

縮 小 に 向 か い1987年 に 女性 の 賃 金 が 男 性 の60%を 超 え た 、,以 来、 ・一度 も6割 を 切 る こ と

は な く、2000年 に は65%に 達 し、2009年 に は69%に ま で 達 した1,し か し な が ら、 未 だ7

割 を 超 え た こ と は な く、 男 女 に は っ き り と し た 差 が 存 在 して い る と βわ ざ る を 得 な い 。

次 に 、 都 道 府 県 ご と の 男 女 間 賃 金 格 差 を 確 認 す る、,図2は 、 常 川 労働 者 の ・般 労 働 者 に

お け る 女性 の 給 与 平 均 を男 性 の 給'」・'F均で 除 し た も の で あ る1.、都 道 府 県 に よっ て 、.男.女の

賃 金 格 差 の 程 度 は 大 き く異 な っ て い る こ とが わ か る,,最 も格 差 が 小 さ い の は 沖 縄 県 で 、 女

性 の 賃 金 は 男 性 の79.3%で あ る.次 い で 高 知 県 、 徳 島 県 とつ づ い て い る 。 ・・ノ∫、 最 も格 差

が.大 きい の は 重 県 で 、 女性 の 賃 金 は 男 性 の65.8%に す ぎ な い,,つ い でlllli県 、 福jl=県 の

順 に 格 差 が 大 きい 、,男 女 の 賃 金 格 差 は 年 々縮 小 傾 向 に あ る もの の 、 厳 然 と して 存 在 して い

る1,ま た そ の 状 況 はH本 国 内 に お い て も ・・様 で な い こ とが 確 認 で き る、,

女性賃金1男性賃金

図2都 道府県別 男女間賃金格差

出典:平 成22年 賃金構造基本統計調査より作成

次 節 で は 、 まず 男 女 間 賃 金 格 差 に 関 す る 一一般rlく」な 研 究 を レ ビ ュ ー し、 第3節 で は と く に

地 域 差 に 関 す る研 究 を レ ビ ュ ー す る 、、
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2男 女間賃金格差に関する先行研究

2-1男 女間賃金格差の決定要因

男女間賃金格差 については、経済学 をは じめ とし、社会学、社会政策学 など多 くの分野

で理論研究、実証研究がなされている。これ らの研究は、主に格差 の推移や格差が生 じる

原因について焦点をあてている ものが多い。

Oaxaca(1973)は 男女間賃金格差の要因を2つ にわけて説明 した。第一に、労働者の

教育水 準や経験年数の違い といった人的資本(Becker1964)の 量 が男女で異 なること、

第二 にその人的資本 に対す る企業側の評価の仕方が、男女の差異を産み出す とい う、男女

の差別的取扱いを理由にあげた。それに対 しさらにBlauandKalm(1996)は 、人的資本

以外 に、企業が採用する賃金決定の制度が経験年数の高い男性 に有利に働 くことも賃金格

差に影響を与えていると付け加えた。

これ らはいわば、人的資本 と労働市場 の2つ の側面か ら男女間賃金格差の要因を考える

見方であ り、多 くの研究がこの立場 に立っている。 さらにEngland(1992)や 田中(2000)

は、労働市場 を需要側 ・供給側にわけて分類 した。労働市場の需要側の要因としては、代

表的なものに企業による差別があげられる。供給側の要因としては、社会の性役割規範が、

男女(夫 婦)の 就業決定に影響を与え、 また 「女性向きの」職につ きやすいといった性別

職域分離をもたらす ということがあげ られる。

しか し、男女 間賃金格差 の決定要因を単独で説明で きるほどに強固な仮説 というものは

存在 しない(田 中2000)。 男女 で賃金 に格差が生 じる原因は、相互に関連する複数の諸仮

説によってはじめて説明 される。 また、労働市場 は需要 と供給の双方が関係 して成 り立っ

ているものであ り、原因をどち らか一方にのみ求めることはで きない。同様に 「労働市場

の供給側要因」も、人的資本 と深 く関連 してお り、明確 に区別することは難 しい。そのため、

この枠組みをもって、格差の決定要因 を重複なく分類することは不可能である。

England(1992)、 田中(2000)ら は、男性 を基準 とした うえで、 なぜ男性 と比較 して

女性の賃金には格差が生 じるのか とい う視点か ら分析 していた。これに加えて、田中(2002)

は格差要因 として、差別があげ られるのならば、逆 に優遇 されるグループも存在す るとい

う視点を付 け加 えた。つま り、男性の賃金構造を基準 とす るのではな く、男性 は優 遇され、

女性 は差別されるという相対的な視点から検:証し、バ イアスをな くすことを提案 した。

これ らをふ まえ、本節では男女の賃金格差の決定要因をで きうる限 り3つ に分類する。

まず(1)人 的資本理論、そ して労働市場に関する事柄 を(2)差 別論、(3)性 別役割分業
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規範の大 きく3つ に分け、先行研究 をまとめる ㈲。

27

2-2人 的資本理論

人的資本が高ければ賃金が高 くなるわけであるが、女性は男性 に比べて人的資本が低 い

ため、賃金 も低いと説明することがで きる。個人の稼得 は、人的資本にどれだけ投資する

かによって決 まり、人的資本 は学校教育 と仕事上での経験や研修の2つ に分 けられる(田

中2000)。 た とえば、女性が学校で学ぶ際、「女性向きの」学問を選び、その まま 「女性 向

きの」職に就 く。必ず しも人的資本が男性 より低いわけではな く、異なる種類の人的資本

をもっているといえるが、それはあまり高 く評価されない。そ うした職は一般 に賃金 も低

いが、そのようなことは事前 に知 らないまま賃金の低い 「女性職」 に就いて しまい、賃金

格差が生 まれる(EIlgland1992)。

川口(2010)の 研究サーベイによると、男女間賃金格差の要因を分析 したものとしては、

BlinderOaxacaの 方法が よく用 いられてお り、これは 「男女の賃金 関数 と女性の賃金 関

数をそれぞれ独立に推定 し、男女の賃金の平均値の格差が、係数の違いによるものか、属

性の違いによる ものか を分析す る手法である」(川 口2010:379)。 人的資本理論仮説の検証

には、 このモデルを使ったものが多い。

人的資本に着 目した研究 としては、樋 口(1991)、 田中(2002)、 川口(2005)、 馬(1997)

などがあげられる。樋 口(1991)は 、1978年 か ら88年 にかけての男女問賃金格差を分析 した。

これによると、男女 間賃金格差の うち、男女の教育年数の違いによって説明で きるのは10

～15% 、勤続年数の差で説明で きるのは27～30%、 年齢の差で説明で きるのは15～20%

であった。これによって男女の賃金格差の50%～65%強 を説明す ることがで きた。さらに、

川口(2005)は1990年 と2000年 のデー タを用いて同様の分析 を行 った。男女の勤続年数

の差によるものが もっ とも大 きく20～25%、 管理職比率の格差が7～9%、 学歴 の差によ

るものが5～6%程 度であ った。 これらによって男女の賃金格差の35%～40%を 説明す る

ことがで きた。

いずれの研 究において も、男女 間の賃金格差の人的資本要因の中では、勤続年数の男女

差による ところが最 も大 きかった(川 口2010;田 中2002な ど)。 また馬(1997)も 、 日本

は中国 より男女の賃金格差が大 きいこ とを明らかにしたが、その原因は日本 において男女

間の勤続年数の相違が著 しく大 きいためであるとした。

多 くの研究において、男女の人的資本の差によって説明される賃金格差は半分程度であ

畑 前述の ように、 この3つ の分類 にはそれぞれ重複がある ことに留意 されたい。

京都社会学年報 第19号(2011)



28 織田:日 本 にお ける男女 間賃金格差の地域差 に関す る研究動 向

り、残 りの半分は、年齢や教育年数などをコントロールしても消 えないこ とが明らか となっ

ている(川 口2010:380)。 さらに樋口(1991)、 川口(2005)と もに、男女の人的資本の違

いによって説明 される賃金格差は年 々縮小 していることを明 らかに した。つ ま り70年 代

後半か ら2000年 にかけて、男女間賃金格差 自体 は縮 まっている ものの、従来の人的資本

仮説では説明で きない賃金格差の割合が増えていると考えることがで きる。その理由とし

ては、女性であることを理 由とした 「差別」や賃金制度が存在 してい る可能性 もあるが、

明らかではない。

2-3労 働市場における要因①:差 別論

川口(2008)は 、企業が女性 を差別する理由を非合理的差別 と統計的差別 と呼び分けて

説明 した。

(1)非 合理的差別

非合理的差別には 「(雇用主の〉嗜好 による差別」、「固定観念 による差別(男 性!女 性

はこうすべ きだ とい うジェ ンダーについての固定観念)」、「偏った認識 による差別(男 性1

女性はこうい うものだ とい う偏 った認識)」、「セクシュアル ・ハ ラスメ ント」、「不十分 な

ワー クライフ ・バラ ンス施策に よる差別」、「情報不足 による差別」(川 口2008)が ある。

Becker(1971)の 差別論 にみ られるように、雇用主が差別的な嗜好 をもつ限 り、嗜好や偏

見によって特定のグループ=女 性 に対 し、差別は行われる。差別 の原因が無知か らくる場

合、すなわち 「偏った認識 による差別」や 「情報 による差別」は、知識の普及によって解

決することがで きるだろう。 しか し、純粋 な嗜好や選好が理由の差別は、教育では解決 し

ない ものである(田 中2000)。

また実証研究の知見としては、佐野(2005)が 日本の労働市場では、使用者の嗜好 に基

づ く女性 差別が行われてお り、女性の過少雇用 が存在 しているこ とを明 らかにした。 とく

に、製品市場が競争的でない産業ほ ど嗜好 に基づ く女性差別が強い という。

こうした企業 による差別的取扱いは職務給やコース別人事制度 によって支 えられている

面 もある。熊沢(2000)は 、賃金格差の生 じる理由を、旧型年功賃金制の下での勤続、職

能資格給 の下での昇格、職種別賃金管理下の仕事の種類による男女差があるためだと説明

した。中田(1997)に よると、 とくに労働者の年齢 に対す る評価が男女で異な り、賃金の

男女間格差 を産 み出している。阿部(2005)は 、 コース別人事管理制度が ある企業 ほど、

男女間賃金格差が大 きくな り、その格差は学卒後年数が長 くなるほど、拡大 してい くこと

を明らかにした。森(2005)も 、企業の人事管理や給与体系が、男性 と女性で異なった適
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用がなされることで、男女 間賃金格差 を産み出 していると指摘 した。

男女の賃金の差の理由を、結婚 ・出産にみる立場 もある。出産 ・結婚が プラスに働いて

いる とき、 これを一般に結婚 ・出産プレミアム、マイナスに働 いているときに結婚 ・出産

ペナルテ ィと呼ぶ(川 口2008な ど)。 このとき田中(2002)の 視点の ように、結婚 と出産

が及ぼす影響が男女で異な り、男性 には出産や結婚がプラスに働 き、女性 にはマイナスに

働いていると予測 される。アメリカの研究で は、母親になるために雇用が 中断 した り、パー

トタイム労働 に切 り替えた りといった理 由によって勤続年数が短 くなったことにより収入

の低下が もた らされる。それに加 えて、 わずかではあるが、育児や勤務時間、勤務年数な

どによって媒介 されない純粋 な 「結婚!出 産ペナルティ」 も存在 していることが明らかに

なっている(Budi&England2001)。 また女性は結婚 によって職場での印象を悪 くし、出

産 も歓迎されないこ とがある。それが尾を引 き、のちの賃金損失に結 びつ くこともあると

い う(川 口2008)。 一方、男性 には、結婚することによって、社会的に評価が高まった り、

子供が生 まれた ことで昇給 の必要がある と周囲に思 われた りとい うプラスの影響がある

(川口2008)。 また、男性 は結婚 と収入に正の相関があ り、女性 は負の相関があることも示

されてい る(川 口2008)。 これが直接的 に昇進 ・昇給に結びつ くかどうか まではわからな

いが、結婚や とくに出産が男女に与 える影響が顕著に異なる。これが賃金格差のひとつの

原 因となっていると考え られる。

(2)統 計的差別

一方、嗜好 による差別 とは異 な り、「根拠」をもつ統計的差別(Phelps1972)も 存在する。

た とえば、女性が男性 よりも資質が劣った り、勤続期間が短かった りということを 「知 っ

て」いたならば、女性 よりも男性 を雇お うとし、女性の賃金を低 くす るであろう。労働市

場で得 られる情報は不完全であるか ら、個 々の労働者の傾向については、平均的な特徴か

ら推定せ ざるを得ず、それが女性 に対する差別的取扱いを導 くとされてい る(田 中2000)。

この賃金の統計的差別 に目を向けると、能力のジェンダー格差にもとつ くもの と、離職率

の ジェンダー格差に よるものがある。 日本で より深刻 なのは、離職率の問題である。女性

の離職率は男性 と比べて有意に高 く、離職率の高 さが女性差別の原因のひとつになって し

まっている(川 口2008)。

2・4労 働市場における要因②:性 別役割分業規範

田中(2000)は 、労働市場 における労働供給側、すなわち労働者の性別役割分業規範 によっ

てもたらされる男女間賃金格差の要因を、3つ の仮説にわけて分類 した。地理的要因仮説、
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男女間役割分担仮説、押 しこめ仮説である(田 中2000)。

地理的要因仮説 によると、労働者の多 くは既婚者であるが、既婚者はペアで家庭 を維持

す るために労働条件において地理的な制約を受けるという仮説である。そのときペァ とし

て多 くの利益 を得 るためには、 より高い人的資本 をもつ夫を優先せ ざるを得 ない。そのた

め、妻が より多 くの妥協 をし、夫の職場か らの地理的な制約 を受 けた上で、仕事 をせ ざる

を得ない。結果的 に女性は、仕事の選択の幅が狭 まり、賃金が低 くなる。男女間役割分担

仮説は、既婚男女が性別分業に基づ き、男性 が労働市場 で働 き、女性が主 に家庭責任 を果

たす というものである。これが男女の 「嗜好」によるものなのか否かで、立場がわかれる。

押 しこめ仮説は、労働市場において、女性が低賃金部門に押 しこめ られているというもの

である。男女で分断 された職場や職業において、女性が多い女性職業はもともと低賃金で

あ り、一方、男性職業で働 く女性 には差別的取 り扱いをすることで、男女の賃金格差が広

がる(田 中2000)。

これ らの3つ の仮説 はすべて、性別役割分業規範に基づいた ものである。本項では、 こ

う した性別役割分業規範 に関する先行研究 をまとめる。

(1)性 別職域分離

男性 と女性でつ きやすい職業傾 向に差がでるという概念が、性別職域分離である。 これ

は押 しこめ仮説 を検証するために用いることがで きる。一般に、地位の高い職業ほど賃金

は高 く、低い職業ほど賃金 も低いであろう。それならば、男女の賃金格差 をもた らす要因

として、男性 よりも女性のほうが低い職 についているために、賃金 にも格差が生 じている

と考え られる。堀(2008)は 、男性 の割合が高い職では、女性の割合が高い職 よりも賃金

が高い傾向があることを明 らかに した。つま り、いわゆ る 「女性職」で賃金が低い ことを

示 したのである。

しか しなが ら、先行研究では、職業の地位が与 える影響がみ られない という結果になる

もの もある(樋 口1991;Budi&England2001な ど)。 この原因の ひとつ として、男女の

職業的地位 を比較 して も、女性が低い地位の職業についていることにはな らない ことがあ

げ られる(Charles2003)。 女性の職業的地位が男性 よ りも低 くない という、一見 して常

識 に反する ような結果になるのは、職域分離 には、垂直的分離 と水平的分離の二種類の性

別職域分離があることに起因する と考え られる(Charles2003)。 同一職種内 においては、

男性 は女性 よりも高い職に就 く傾向(垂 直的分離)が ある。一方Charles(2003)に よると、

女性 はノンマニュアル職に、男性はマニュアル職につ きやすい傾向(水 平的分離)が ある。

一般 にノ ンマニュアル職は、マニュアル職 よりも高い地位の職業が多い。そのために垂直
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的分離 と水平 的分離が相殺 しあい、女性の職業的地位が男性 よりも低い ことにならない と

考え られている。

また村尾(2003)は 、女性が多い職場であるほど、男性の地位が上昇 しやすい傾向にあ

ると指摘 している。男性 に とって、女性 の多い職場に勤めることは、地位を高め、賃金 も

上昇す るチャンスを得 られる。一方女性にはその意味合いはなく、む しろ男性職で働 く女

性 に対 しては差別的な取 り扱いがなされることもある。同 じ職種 であって も、男女の地位

の高 さは異なることになるのである。そのためこ うした二重の理由により、男女 間賃金格

差 に対する職業の影響を分析することは難 しい問題をともなっている。

(2)雇 用形態

さらに職種 に加 えて、男性 と女性で雇用形態が異 なることも、男女の賃金格差の大 きな

要因のひとつである。つ ま り、男性 には正規就業者が多 く、女性に非正規就業者が多い と

い うことである。現在、非正規就業者の就業者 に占める割合 は、男性が約20%で あるのに

対 し、女性は55%と 過半数にのぼっている(厚 生労働省 『平成19年 就業構造基本調査』)。

パー トタイム とフルタイムの間の賃金 ・待遇格差 は非常に大 きい。 日本のフル タイム労働

とパー トタイム労働 の賃金の差 は、単 に労働時間の長 さの違いによる ものではない。 日本

におけるパー ト労働は身分制の意味合いが強 く(大 沢1993)、 正規就業者、非正規就業者

の間で異なった賃金体系に基づいている。 そのため、フル タイム労働者 と全 く同 じ長時間

労働に就 きなが らも 「パー トタイマー」 として きわめて安い賃金 しか支払われない労働者

が、相当数存在する。正規1非 正規就業に着 目した研究として太郎丸(2009)な どがある。

太郎丸は、若年者 における正規雇用 と非正規雇用の分析 を行った。 これによる と、正規1

非正規就業間の賃金格差は、人的資本、性別、職種 のどれに も還元で きないものが残 った。

つま り、その他 の属性 とは無関係 に、就業形態だけを理 由とした格差があると考え られる

のである。

従来の男女間賃金格差の研究においては、男女 ともに正規労働者を対象 とした分析がな

されることが多かった。 しか し非正規労働者が増加 している昨今において、非正規労働者

を分析に組み込む必要性 は高まってい る。川口(2010)は 、就業形態別、男女別の賃金格

差の推移 を分析 している。 これに よると、一般労働者、短時間労働者 とも女性の相対賃金

は上昇 し、格差は縮小 した。 しか し両者 を足す と、女性の相対賃金の上昇はほんのわずか

にす ぎない。実は男女別 にみた場合、正規労働者 と非正規労働者の賃金格差は顕著に拡大

しているという。加えて男性 には正規労働者が多 く、女性 には非正規労働者が多い。その

ため結果的に男女に格差をもたらす方向に働いた と考えられる。
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こうした女性の非正規労働者が非常 に多い とい うことは、女性のキャリア中断 ・変更の

あ らわれで もあ るといえる。女性は出産 ・育児 を期 に仕事 を中断 し、出産育児 を終えた女

性の多 くは、再就職の際にいわゆるパー ト労働 につ くことが多い(武 石2006な ど)。 家庭

において、男性は仕事 を中心 に、女性 は家事育児を中心 にという規範が今 日もなお残って

いるためである。多 くの女性が 「家事 をきちん とする」 と夫に約束 し、夫の許 しを得て条

件の悪いパー ト労働で働 く、 というや るせない状況 にいる(熊 沢2000:143)。 労働条件が

悪いことを承知の上で、子 どものため、家族のためにパー トを選択 しているのである。

(3)女 性の意識

一方で
、Hakim(1995)の ように、女性の経済的地位の劣位、男女 の賃金格差の理由を

女性たちの意識 に理由を求める立場 もある。女性がパー トタイム労働 を選ぶこと、高い離

職率、低い職場定着性などの原因は育児であるとは限 らないとし、育児 によって女性のキャ

リアが制限されてい るとい う見方に反論 した。女性には労働市場 にコミットしたい女性 と

結婚にコミットしたい女性 の2種 類がいるとい う。結婚に コミッ トしたい女性が仕事 に執

着せず、 また短期間で転職 ・退職 をす るために、相対的に経済的地位が低 くなっているだ

けである と述べ た(Ha㎞ α1995)。 いわば、純粋な性別役割分業規範 ・意識が、格差 をう

みだ している とも考え られるのである。

3男 女間賃金格差の地域差

これまで見て きたように、労働者の人的資本や労働市場における企業側、労働者双方の

態度が男女で異なるために、賃金格差が生み出されていると考 えられる。 しか し、 これ ら

の地域 による差異に着 目し、直接的に男女 間賃金格差の地域差を取 り扱った研究は少ない。

そのため主に、前節であげた人的資本、労働市場の地域差に関す る先行研究をみることで、

間接的 に男女間賃金格差の地域差 について議論する。

3-1人 的資本の地域差

まず、人的資本の男女差が大 きいところで、男女間賃金格差 も大 きくなると考 えられる。

最初に教育の側面 を確 認する。各都道府県における女性が高等教育 を受けている割合、さ

らに男性 と比較す るために、高等教育修了者 に占める女性の割合 をみる。平成12年 の国

勢調査 による と、15歳 以上人口に占める女性の高等教育修了率 が高いのは、東京、神奈

川、奈良ですべて30%を 越 えている。一方低いのは約13%の 秋田、青森で、ついで山形
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も15%未 満である。一方、男性 と比較 した場合の女性の高等教育終 了率 をみる と、15歳

以上の高等教育修了者に占める女性の割合が最 も高い都道府県は岡山県の約53%、 ついで

高知、徳島、沖縄、愛媛、広島 も5割 を超えている。逆 に低いのは、埼玉、神奈川、千葉

ですべて45%未 満 となっている。

3-2労 働市場の地域差

労働市場の地域差 に着 目した研究 は、非常 に豊富である。Mandel&Semynov(2006)

は国際比較によって、福祉国家政策の進展 と、女性 の労働参加、職業地位の達成度合いを

検証 した。福祉 国家の発展 によって、ケアワー クの需要が増大、「女性職」が増 えること

に より、女性の労働参加が地位の低 い女性職 に集中 して しまう。1か 国の地域内では、こ

の ような大 きな政策の違いは うまれないが、必ず しも労働力率が高 くなることで、賃金格

差が縮小 しないことが確認で きる。

女性労働に関 しては、女性 の有業率が地域に よって大 きく異 なっていることが よく知 ら

れてい る。女性有業率の差異 は、女性労働市場 の状況が地域によって大 きく異 なることを

意味 している。地域 によって女性 のライフコースが異 なることは、学生の自分の ライフ

コース観に も違いを生 じさせ ている(工 藤 ・阿形 ・山根2003)。 また、男女間賃金格差に

非常に強い影響 を与えている勤続年数 も大 きくかわる。結婚や出産後に女性が仕事をどの

程度続 けるのかとい う見込みは、企業の女性に対する取扱 いに大 きな影響 を与 えるもの と

思 われる。そのためまず、女性 の有業率の地域差 に関する研究を、続いて女性 の雇用形態

に関す る研究をレビューする。

生産年齢人口(15歳 か ら64歳)に おける女性の有業率を都道府県別にみる と、最 も高

い福井県の69.8%に 対 し、最 も低 い奈良県 では54.7%で ある(厚 生労働省 『平成19年

就業構造基本調査』)。実に15%も の開きがある。一般に、大都市で労働力率が低 く、地方

で労働力率が高い とい うことがで きる(瀬 地山1996:195-196)。 労働力率の高い県は、北陸、

山陰、東北 といった大都市の少ない地方 に集中 している一方で、関東、関西など政令指定

都市の有る都道府県では労働力率が低 くなっている。属 している都市 圏の規模 によって、

生活様式や就業体系が異 なっているのである。地域 を大都市圏 と地方都市圏に分類 した研

究 としては、両者の年齢階級別女性労働力率を比較 した橋本 ・宮川(2007)が ある。大都

市圏 と地方都市圏では、M字 カーブの形が大 きく異 なってい る。大都市 圏では、M字 の

谷 の時期 に下落率が10%以 上であるが、地方都市圏では5～6%程 度 しか下落 しない。 ま

た大都市圏では、離職女性の再就職がすすんでいない。なぜな ら、保育所の待機児童が多 く、

また3世 代同居 も少ないので子 どもを預けることが困難であるからである。大都市圏では、
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働 きた くとも子 どもをもつ と働けない状況が存在 してい る(橋 本 ・宮川2007)。

また、武石(2006)は1982年 から2002年 にかけての就業構造基本調査 を用い、女性有

業率の変遷 と地域 別の特徴 を分析 した。女性 の有業率の都道府県による差 は大 きいが、20

年 間の間に有業率が高い地域 では減少 し、低い地域では上昇の傾 向がある。有業率の差は、

縮 まってきていることを示 した。女性の有業率の上昇は、未婚女性が増加 していることに

よってもた らされている。そ して有業率の高い地域 と低い地域 を比較 し、有業率の高 さの

違いが何によって もたらされているかを分析 した。これは、子供のいる女性の有業率の差

によることが明らかになった。有業率の高い地域では、子 どもをもつ女性が多 く働いてい

る。有業率の高い地域の特徴 としては、親 との同居割合が高い、夫の年収の高い割合が低い、

女性の学歴が大卒大学卒の割合が低い、夫の労働時 間が長い割合が低いとい うことがあげ

られた。夫の年収が低 かった り、夫や親 に家事や育児を支援 して もらえた りす る状況にあ

る と、女性が よく働 くようになる とみられる。

安部 ・近藤 ・森(2008)は 、地域の男女間賃金格差が個人の就業行動に影響 を与えると

いう分析モデルを用いての分析 にあた り、都 道府県別の正規雇用者の男女 間賃金の差が ど

の ような地域差 をもっているのか を検証 した。 これによると、一般 に賃金の男女間格差 は

20代 で少な く、年齢が上昇す るにつれて拡大す る。そ して女性就業率の高い 日本海側の県

では、男女間賃金格差が大 きい。一方で、賃金の男女間格差が年齢が上がって も広が らな

い県があ り、それは沖縄 ・北海道 ・東京 ・京都 ・高知 など比較的女性就業率が低い都道府

県であった。格差が小 さい県の中で就業率が高いのは、高知県のみであった。これによって、

正規雇用就業率が高いことは、男女の賃金格差の縮小 には寄与 しないことが明 らかにされ

た。

出産 ・育児後 も仕事 を続け られる地域 においては、女性の就業率が高 く、勤務年数 も長

くなるもの と考 えられる。 しか しなが ら、そ うした地域 において、女性の人的資本が高 く

な り、男女間賃金格差が縮小す るとい う流 れを見 ることはで きなかった。

3-3「 地域差」 に関する知見

本節でこれまで紹介 した先行研究は、それぞれの都道府県の特徴 に着 目した うえで、 ま

た大都市圏とそれ以外に着 目して、男女間賃金格差の地域差について検討 した ものであっ

た。 しか し一口に地域 と言っても、その分け方は さまざまみ られる。た とえば一般的な地

域区分 としては、都道府県ごとにわける、地域 ブロックごとに分けることがで きる。 また、
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都市 と農村、大都市 と非大都市 圏、東京 とそれ以外 といった区分(7)な ど、都市規模で分

類 しての分析 もよ くみ られる。 また、それぞれを組み合わせての分析 も行われている。た

とえば勇上(2005)は 、都道府県の最低賃金 と失業率の分析 を行 っているが、大都市か否

か という観点を加 えている。勇上(2005)に よる と、最低賃金は大都市 を含 む地域で高い

傾向があるが、大阪や愛知では、最低賃金が高いが失業率 も全 国平均 を上回る。滋賀、兵庫、

千葉、茨城 などは最低賃金が全国平均 とほぼ同 じであ りなが ら、失業率が高いという。一

方、失業率の最 も低い島根県では、最低賃金が、全国最低 ランクに位置 しているのだとい

う(勇 上2005)。 また、吉田(2010)の 男女平等度指標によると、どの都道府県において も、

一定程度男女平等 ・男女共同参画が進展 していることが確認された。すなわち、全ての指

標において男女平等がすすんでいない 「著 しく不平等」な都道府県 などといった ものは存

在 しない(吉 田2010)。 ある面では不平等 が解消 され、ある面では課題を抱 えている と

いう地域が多いこ とになる(8)。 つ まり 「どのような特徴 を持つ地域」 とひ とくくりにす

ることは非常に難 しい。

また武石(2006)は 、女性就業の在 り方には、都市化の進展度や家族状況だけでは説 明

できない 「地域差」が残 り、その地域差の影響は先 に挙 げた要因 よりも大 きいことを明 ら

かにした。たとえば、親 と同居 していることが女性の就労 を促す効果には、地域によって

差があ る。女性有業率の高い地域 で、その効果 は大 きく、低 い地域では小 さい。「地域」

の個別の事情や文化があ り、それが及ぼす影響には、地域によって差がある と考え られる

(武石2006)。

男女間賃金格差の問題において も、都道府県のジェンダー的な特徴や、都市化の進展度

ではない、「固有の地域的特徴」が働いている可能性 は十分に考 えられる。

4課 題 男女間賃金格差の地域間比較研究の課題

本稿では、男女間賃金格差の決定要因を分析 した研 究をサーベイ し、地域 における男女

間賃金格差の分析 に向けた足がか りを示 した。男女の賃金格差 をもた らす要因 としては、

労働者個人の問題か ら企業、そ して企業や家族 を取 り巻 く地域の社会慣習 まで、様 々な事

象が関連 していると考えられる。

の 浦 川 ・橘 木(2009)。 地域 間の賃金格差 の多 くは、「東京かそ れ以外 か」に よって説 明 され ること

を明 らかに した。

㈲ た とえば、教育の面 における都 道府 県の ジェ ンダー格差 を指標 化 した もの に、大竹 ・鈴木(2008)

な どがある。
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都道府県の男女平等度指標 を作成 した吉 田(2010)に よると、都道府県の賃金の男女格

差や教育の男女格差 は、密接 に相関 してはいない ことが明らかになった。つ まり、教育で

不平等度が高 くとも、労働 の面ではそ うではなかった り、職業の面で平等度が高 くとも、

子育ての観点か らはそ うではなかった り、 という都道府県が多いのである。すべての面で

著 しく男女不平等 な都道府県 とい うものは存在 しない。 これはす なわち、不十分な状況

がひとつで もあ ると悪循環が導かれるとい う構図ではな く、個別の問題に取 り組むことに

よって も、改善の余地がある もの と期待 される。男女間賃金格差の問題に正面か ら取 り組

むことも可能である と思われる。

一方で これは、各都道府県 を単位 として分析 を行 うことの難 しさも示 している。つま り、

都道府県の地域的な特徴 を見極めることが非常 に難 しい。ゆえに、 日本の女性就業選択 に

関す る実証分析 において、「都市部 に居住 しているかそれ以外か、 といった形でのコン ト

ロールが なされている場合が多いが…(中 略)… 地理的な地域差の影響を考慮 している も

のはきわめて少ない」(安 部 ・近藤 ・森2008:46)と いう現状がある。

またこうした諸仮説をすべて ひとつのモデルで検証することはで きない し、すべてを網

羅 したデー タにアクセスすることも不可能である。地域、企業、個人の レベルを網羅 した

ミクロデー タにアクセスすることは極めて困難であると言わざるを得ない。諸仮説 を精密

に分解 した上で、地域の問題 に取 り組む必要があろ う。
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Research Trends on the Regional Differences 

      in Japan's Gender Wage Gap

Akiko ODA

    The status of women in Japan is said not to be high compared with other 

advanced countries. For example, in the GEM (gender empowerment measure) Japan 

places 57t'' out of 109 countries (2009). In particular, the wage differential between men 

and women in Japan is very large; women earn less than 70% of what men do. 

     Moreover, the difference in the gender wage gap is very large by region. This 

means that there are even larger degrees of gender inequality in different regions. In 

order to overcome such regional differences and the gender wage gap, it is necessary 

to uncover the mechanism. In this paper, I review research trends about the regional 

differences in the gender wage gap in Japan. 

     First, I review research on the factors in the gender wage gap. These factors 

are divided into two sides: human capital and the labor market. On one hand, the 

difference between male and female human capital can explain the wage gap. On the 

other hand, there is sexism on the part of the employer and statistical discrimination 

as a factor of the demand side of the labor market, and, as a factor on the supply side, 

more women tend to be employed in low-wage work than men due to gender norms. 

     Second, I review research on the regional differences in the gender wage gap. 

There is a lot of research of the regional differences in women's employment, however, 

there is little research which dealt directly with the regional difference in the gender 

wage gap. In order to explain the regional differences in the gender wage gap, I try 

to review research on various factors in the gender wage gap as well as regional 

differences in human capital and the labor market. That is because it is thought that 

the regional differences in male and female human capital and regional features of 

the labor market have produced the wage gap. The mechanism of the gender wage gap 

cannot be explained just from oneviewpoint.
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